
農林水産省の御紹介
【農業工学系（総合職）、農村振興技術系（一般職）】



１ 農林水産省の仕事

２ 採用区分とキャリアパス、研修制度

３ 採用プロセス、採用実績

４ ワークライフバランス、職員の声
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いのち

わたしたち農林水産省は、

生命を支える「食」と安心して暮らせる「環境」を

未来の子どもたちに継承していくことを使命として、

常に国民の期待を正面から受けとめ

時代の変化を見通して政策を提案し、

その実現に向けて全力で行動します。

VISION STATEMENT
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◆ 先人から受け継いだ農地や水（農業用水）を守り、

さらに発展させる農業・農村の基盤整備と、

地域の創意工夫ある取組を後押しする地域活性化の

政策により、

魅力ある農業・農村を次世代に引き継ぐこと！

◆ さらには、蓄積された基盤整備の技術やノウハウを

用いて、国内のみならず世界の食料や農業・農村の課

題の解決に貢献すること！

MISSION
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消費・安全局

輸出・国際局

農産局

経営局

農村振興局

農林水産技術会議事務局

林野庁

水産庁

大臣官房

新事業・食品産業部

統計部

検査・監察部

畜産局

漁業調整事務所

植物防疫所

動物検疫所

動物医薬品検査所

農林水産政策研究所

地方出先機関等

地方農政局

森林管理局

農林⽔産省の組織

農林水産省（本省） 有識者を交えた政策検討
会議

国営造成施設の調査・管理等農業農村整備事業（国営事業）
の実施

本 省 （約５千人） （約１万５千人）

農村政策部

整備部

国営事業所 等
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全国の国営事業の実施位置図

犬山頭首工

新濃尾地区 凡例（令和４年度）
● かんがい排水（101地区）
● 農地再編整備（29地区）
● 農地防災・地すべり（15地区）

印旛沼二期地区

宗吾北機場

クリーク（用排水路）

筑後川下流右岸地区

全国の農業・農村が舞台

「農業農村振興整備部会
令和元年度第4回 資料3」より

中央幹線放水路

和賀中央地区

農地の大区画化（情報化施工）

※３次元データを使用し、ICT建設機械を自動制御

車載モニター

南周防地区

新川河口自然排水樋門

新川流域二期地区

全 国

●水田 239万㏊

●畑 200万㏊

●農業用用排水路

約40万km以上

（地球10周分）

うち基幹的水路

約５万㎞

●ダム、取水堰、

用排水機場等

約7,600箇所
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食料の潜在的生産能力の引き上げ
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⽇本の農業・農村の基盤をつくる農業農村整備
食料の安定供給を確保する。

○ 全ての国民が、健康で充実した生活に欠くことのできない良質な食料を、合理的な価格で安定的に手に入れ
られること、それが農林水産省の責務です。

○ しかし、世界的な人口増加、地球規模の気候変動、新型コロナウイルスの感染拡大、さらに世界情勢の緊迫な
ど、食料の多くを輸入に依存する日本にとって、食料供給に影響を及ぼす様々なリスクが顕在化しています。

○ このようなリスクに備え、我が国の食料の潜在的生産能力『食料自給力』を引き上げるため『農業農村整備』
を強力に推進することが、農業工学系・農村振興技術系職員の大きな使命です。

国内生産

輸 入

備 蓄

食料自給力

農
産
物

農地・農業用水等の農業資源

農業技術
水
産
物漁業就業者

潜在的生産量

農業就業者

食
料
供
給

【食料自給力指標の推移】

（年度）

農業農村整備事業

農業農村整備事業により、良好な営農条件を備えた農地・農業用
水等の農業資源を確保し最大限活用

「食料自給力」とは、我が国における食料を生産する潜在的な力。
農産物では、農地・農業用水等の農業資源、農業技術、農業就業者
が構成要素。

※日本人の平均的な1人当たりの推定エネルギー必要量2,168kcal/人・日

「いも類中心の作付け」では、日本人の推定
エネルギー必要量を確保できるものの、より
私たちの食生活に近い「米・小麦中心の作
付け」ではこれを下回る状況。



スマート農業の実現、強い農業の礎を築く。

大区画水田を走る自動走行農機大区画水田を走る自動走行農機

みかんへのスプリンクラー散水みかんへのスプリンクラー散水

水管理の自動化
（センサー、給水栓）
水管理の自動化

（センサー、給水栓）

「農業農村振興整備部会
令和元年度第４回 資料３」より

暗渠排水整備による
水田の畑利用（タマネギ）
暗渠排水整備による

水田の畑利用（タマネギ）

●大区画水田
の割合 10.6%
（50ａ以上区画）

●排水良好ではない
水田 49万㏊
（30ａ程度以上
区画のうち）

●畑地かんがい整備済
の割合 24.2%

全 国

「農業農村振興整備部会
令和元年度第4回 資料3」より
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○ 担い手の確保・育成や耕作放棄地の発生防止・解消に向け、効率的な利用が可能な農地、安定的な農業用
水の供給、水管理の省力化など、良好な営農条件の整備が不可欠です。

○ 生産コストの削減と収益力の強化のため、自動走行農機、ICT水管理などのスマート農業の実装を可能とする
水田の大区画化、水田の汎用化、畑地かんがいなどの基盤整備を推進しています。



インフラを保全・管理し、災害から農業・農村を守る。

平成30年７月豪雨平成30年７月豪雨平成28年熊本地震平成28年熊本地震

ため池の点検・改修ため池の点検・改修

○ 頻発化・激甚化する災害に対応し、農業・農村を強靱化するため、老朽化した農業水利施設の改修・耐震対策、
排水施設の整備、既存ダムの洪水調節機能強化、田んぼダムなどによる流域治水を推進しています。

頭首工の耐震化（堰柱の拡幅） 農業用ダムからの事前放流洪水から農村地域を守る調整池や排水路 8



農村地域の活性化のための様々な取組

活力
○地域を⽀える体制、⼈材づくり
・農村プロデューサー養成講座

○農村の魅⼒の発信、国⺠の理解の促進
・ディスカバー農山漁村の宝（優良事例表彰）

・世界農業遺産・日本農業遺産、世界かんがい施設遺産の認定
・棚田地域の振興と魅力の発信（優良事例集、棚田カード等）

しごと
○農村発イノベーション
（６次産業化のほか、地域資源と他分野を組合せて
新しい事業を創出する取組）

・農泊の推進
・ジビエ利用の拡大
・農福連携の推進

くらし
○地域コミュニティ機能の維持・強化
・多面的機能支払交付金、中山間地等直接支払交付金
・農村地域づくり事業体※の育成

○⽣活インフラの確保（情報通信環境等）
○⿃獣被害対策
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○ 農村地域では、少子高齢化・人口減少が進行する一方、「田園回帰」など農村の持つ価値や魅力が国内外で
再評価されており、農村振興局では、地域活性化の取組を後押しする様々な政策を立案・実施しています。



コートジボワール
・大使館 1名

トルコ
・大使館 1名

ガーナ
・大使館 1名
・技プロ 1名

オランダ
・大使館 1名

チュニジア
・大使館 １名

イラン
・大使館 １名

中国
・大使館 １名

ネパール
・大使館 １名

エチオピア
・大使館 １名
・個 別 １名

タンザニア
・大使館 １名

イスラエル
・大使館 １名

エジプト
・大使館 １名

ザンビア
・大使館 １名

ジンバブエ
・大使館 １名

バングラデシュ
・大使館 １名

スリランカ
・大使館 １名

ミャンマー
・大使館 １名

ベトナム
・大使館 １名

カンボジア
・大使館 １名
・技プロ １名

フィリピン
・大 使 館 １名
・アジア開発銀行 １名

ラオス
・大使館 １名
・技プロ １名
・メコン河委員会 １名
・JICA事務所職員 １名

インドネシア
・大使館（ASEAN日本政府代表部）１名

タイ
・大使館 １名
・JICA事務所職員 １名

コロンビア
・大使館 １名

ボリビア
・大使館 １名

パラグアイ
・大使館 １名

チリ
・大使館 １名

アメリカ合衆国
・在サンフランシスコ
日本国総領事館 １名

イタリア
・国連食糧農業機関 1名

フランス
・経済協力開発機構 1名

[２０２２年４月１日時点]

農業農村開発分野における国際協⼒

○ 外交官としての様々な任務
○ ODA（政府開発援助）の企画・実施管理、農産物

貿易交渉の調整等

○ 現地政府機関等の政策アドバイザー
○ 技術協力プロジェクトの専門家（灌漑、水管理等）

○ 各国際機関の職員として、
飢餓・水不足等の世界的な
問題の解決に向けた支援
業務

在外公館（書記官） JICA専門家

国際機関

○ 発展途上国の農林水産業の発展や農村の振興に向け支援を行うことは、日本をはじめとする先進国の責務です。

○ 農村振興局では、アジアの国々との技術交流の実施、国際的な枠組み（ICID,INWEPFなど）と連携した灌漑技術
の展開、政府開発援助（ODA）による事業の実施等により国際社会に貢献しています。
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政策の企画・⽴案から実⾏までの流れ

・
現
場
の
課
題
の
分
析

・
地
域
の
ニ
ー
ズ
の
把
握

・
政
策
手
法
の
検
討

（
法
令
・
制
度
等
）

・
予
算
の
確
保

・
法
令
・
制
度
の
整
備

・
政
府
内
、
外
部
と
の
調
整

・
政
策
の
現
場
へ
の
周
知

・
法
令
、
事
業
等
の
執
行

政策の企画立案 政策の実行

主に本省 主に地方農政局

・
現
場
の
課
題
を
把
握

・
地
域
の
ニ
ー
ズ
を
収
集

総合職：本省で採用。
本省勤務が多い。

一般職：各農政局で採用。
農政局勤務が多い。 11



法案作成・検討、内閣法制局審査
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来
年
度
予
算
概
算
要
求

6月
中下旬

1月
中下旬

4/1 8月末 12月下旬 3/31

来
年
度
予
算
概
算
決
定

来
年
度
予
算
成
立

通
常
国
会
閉
会

通
常
国
会
開
会

通常国会（150日）

法案審議

財務省と
折衝

国会
審議

施策・事業の
実施

予算要求に向けた
施策・事業の

企画・立案、省内調整

法
案
閣
議
決
定

国会・予算編成の流れ



採⽤区分と業務内容

採用区分 業務の特徴や配属先

【総合職】農業工学系

本省で採用

採用対象試験区分
・農業農村工学(農業機械を除く)
・工学（うち電気、電子、通信、機械）
・デジタル

○ 本省で全国的視点に立った施策の企画・立案、農政局

で各地域の実情を踏まえた調整や農業農村整備事業の

実施。

○ 他省庁、地方公共団体、海外での業務（大使館書記官、

JICA専門家など）もある。

【一般職】
農村振興技術系

地方農政局で採用

採用対象試験区分
・農業農村工学
・機械
・デジタル・電気・電子
・土木
・農学
・物理 調査計画のみ
・化学

農業土木 ○ 農業農村整備事業の実施など、農村の地域づくりに関

する業務。

○ 主な配属先は、各農政局の本局、国営事業所等（本省、

海外等での仕事の機会もある）。

調査計画 ○ 農業農村整備事業の計画づくり、地域活性化の取組等

に関する業務。

○ 主な配属先は、各農政局の本局、土地改良調査管理事

務所、本省等。
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本省係員

国営事業所
係員

１年目

２年目～

５年目～

９年目～

１６年目～

国営事業所
課長

海外勤務

本省課長補佐
【３～５ポスト】

本省係長
【２～３ポスト】

総合職のキャリアパスの例
＜主な配属先＞
農村振興局 （整備部、農村政策部各課）

地方農政局、北海道開発局、沖縄総合事務局の国営事業所

【海外留学 （人事院 行政官長期在外研究員制度）】

農村振興局 （整備部、農村政策部各課）
他部局 （大臣官房、輸出・国際局、経営局等）
他省庁 （内閣府、総務省、外務省等）

地方農政局、北海道開発局、沖縄総合事務局の国営事業所

在外公館、ＪＩＣＡ専門家、国際機関（ＦＡＯ等）

農村振興局 （整備部、農村政策部各課）
他部局 （大臣官房、輸出・国際局、農産局等）
他省庁 （内閣官房、内閣府、復興庁、国交省、環境省等）
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農政局
係員

国営事業所
係員

農政局
係長

⼀般職（農業⼟⽊）のキャリアパスの例
＜主な配属先＞
農村振興部 （設計課、事業計画課、水利整備課、農地整備課、

地域整備課、防災課）

地方農政局管内の国営事業所、調査管理事務所

農村振興局 整備部各課

地方農政局管内の国営事業所、調査管理事務所
※他の農政局への出向もある

農村振興部 （設計課、事業計画課、水利整備課、農地整備課、
地域整備課、防災課）※他の農政局への出向もある

農村振興局 整備部、農村政策部各課

在外公館、ＪＩＣＡ専門家
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国営事業所
係長

本省係員

本省係長

海外勤務

１年目

２年目～

７年目～

２０年目～



農政局
係員

調査管理
事務所係員

農政局
係長

⼀般職（調査計画）のキャリアパスの例
＜主な配属先＞
農村振興部
（農村計画課、土地改良管理課、農村環境課、事業計画課）

各地方農政局の調査管理事務所

農村振興局 農村政策部、整備部各課

各地方農政局の調査管理事務所

農村振興部
（農村計画課、土地改良管理課、農村環境課、事業計画課）

農村振興局 農村政策部、整備部各課
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調査管理
事務所係長

本省係員

本省係長

１年目～

７年目～

２０年目～



研修制度
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農村計画・地域資源

開水路・パイプライン

専門技術研修・実践技術研修

ダムの管理・保全 用水計画・河川協議 CAD UAV（ドローン）技術

プレゼンテーション 電気主任技術者

水利システム 農村防災・減災技術

事業管理施設機械 施工管理 事業計画

ストックマネジメント

講習会

基礎的かつ実務的な技術知識を習得し、技術者としての能力向上を図る。

災害復旧技術契約・審査

農業農村整備の
目的や効果及び
農業農村工学分
野に関する基礎
科目を学ぶ。

初任者研修

農村派遣研修

農作業を中心とし
た体験を行うとと
もに、農家宅へ泊
り実習を行う。

農業水利基礎
養成研修

用水計画に係る
基礎的な知識の
修得、調査の実習
及び水収支計算
の演習を行う。

係長研修

農林水産行政の施策展開の
認識と企画立案能力向上を
図る。

工事課長研修 幹部候補育成課程研修

事業を適正に管理・運営し、
部下を指導・育成する能力
の向上を図る。

業務運営や組織統率に必要な
リーダーシップ及びマネジメント
について理解を深める。

○ 職員の能力が最大限発揮されるよう、キャリアパスに応じて様々な研修カリキュラムが用意されています。

○ また、従事する業務に必要となる知識・技術の修得・向上のための専門的・実践的な研修も充実しています。



採⽤プロセス
◆２０２３年度 採用スケジュール ☆最新の情報は、人事院HP『国家公務員試験採用情報NAVI』を参照。
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総
合
職

一
般
職

申
込
受
付
期
間

第
１
次
試
験

（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
）

第
２
次
試
験
（
筆
記
）

（
総
合
職
の
み
）

第
２
次
試
験
（
人
物
等
）

（
総
合
職
）
人
物
試
験

政
策
課
題
討
議
（
院
卒
）

（
一
般
職
）
人
物
試
験

最
終
合
格
発
表

3月1日
～3月20日

4月9日 5月7日 6月8日

3月1日
～3月20日

6月11日 8月15日

5月15日
～5月31日

7月12日
～7月28日

最終合格者は、採用候補者名簿
に記載されます。
一度名簿に記載されると5年間
有効です。
※2022年度試験以前の合格有効期限
は3年間。

6/22(水)～
7/5(火)
官庁訪問

（採用面接）

6/1(水)～7(火)
既合格者
官庁訪問

（採用面接）

内
々
定

内
々
定

7/8(金)～12(火)、8/1(月)～
官庁訪問（採用面接）

内
々
定

一

般

職

総

合

職

（参考）２０２２年度 採用スケジュール

官
庁
訪
問

（
農
林
水
産
省
の
採
用
面
接
）



採⽤実績（総合職）
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試験
年度

区分 申込者数
一次試験
合格者数

最終
合格者数

採用者数

2021
院卒 14 （3） 13 （3） 12 （2）

18（７）
大卒 159（51） 117（33） 63（20）

2020
院卒 25 （6） 14 （2） 9 （1）

19（７）
大卒 198（58） 87（25） 52（17）

2019
院卒 23 （6） 16 （4） 11 （1）

16（６）
大卒 204（77） 72（27） 38（18）

H30
院卒 16 （2） 14 （2） 12 （2）

14（５）
大卒 217（71） 57（21） 34（11）

注１ （ ）内は女性数で内数
注２ 申込者数、一次合格者数、最終合格者数は、試験区分「農業農村工学」の数。
注３ 採用者数は、各試験年度の翌年度採用者の数で、過年度試験の既合格者からの採用者を含む。

2022年度総合職
入省者



採⽤実績（⼀般職）
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試験年度 申込者数
一次試験
合格者数

最終
合格者数

採用者数

農業土木 調査計画

2021 204（71） 152 (47） 87（24）

28（13）

【採用試験区分】
・農業農村工学 27名
・機械 1名

6 (2)

【採用試験区分】
・農学 4名
・農業農村工学 2名

2020 206（71） 121（38） 46（15）

23（10）

【採用試験区分】
・農業農村工学 20名
・機械 2名
・土木 1名

7 (3)

【採用試験区分】
・農学 4名
・農業農村工学 3名

2019 256（93） 191（65） 116（41）

22（11）

【採用試験区分】
・農業農村工学 22名

H30 236（78） 179（57） 119（39）

19（12）

【採用試験区分】
・農業農村工学 19名

注１ （ ）内は女性数で内数
注２ 申込者数、一次合格者数、最終合格者数は、試験区分「一般職（大卒程度試験）農業農村工学」の数。
注３ 採用者数は、各試験年度の翌年度採用者の数で、過年度試験の既合格者からの採用者を含む。また、試験区分「農業農村工学」

以外からの採用を含む。なお、調査計画は、農村振興技術系として採用試験を開始した2020年度以降について掲載。



◆ 農業・農村に愛着を抱き、新たな課題に挑戦する意欲と情熱にあふれ、

積極的に行動できる若い力

・現場の様々な課題に気づく感性

・関係者とのコミュニケーション

・技術者としての専門性（大学で勉強した専門分野を活かす）

・時代の変化を見通す広い視野

・新たな課題に挑戦するチャレンジ精神

◆ 行政官としての様々な経験を通じて自分を成長させたい人

求める⼈物像
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主な両立支援制度

農林水産省では、全ての職員が能力を発揮しながら、生き生きとやりがいを持って働くことができる
職場環境作りを推進しています。

業務の効率化・デジタル化の推進

テレワークの推進

的確な勤務時間管理による超過勤務縮減

年次休暇の取得推進

働き方改革

※配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の総称

6.7 11.2 11.3 9.9
15.1

27.3

49.0

21.6 27.6 31.1 29.8

58.5
79.4 77.9

H26 H27 H28 H29 H30 2019 2020
男性職員の育児休業取得率（％）

「男の産休※」
取得率（％）

＜農林水産省＞
女性の育児休業取得率は100%
男性の育児休業取得率も増加

産前休暇・
産後休暇【女性】

出産の６週間前から出産後８週間までの休暇

配偶者出産休暇
【男性】

妻の出産の付添い等のための休暇（２日）

育児参加のための
休暇【男性】

妻の産前産後期間中に子を養育するための
休暇（５日）

育児休業 一定期間の休業（子が３歳になるまで）

育児短時間勤務 短い勤務時間での勤務（子が未就学まで）

早出遅出勤務
１日の勤務時間数を保ったまま、早出や遅出
可（勤務時間の変更）

子の看護休暇 年５日（子が未就学まで）

ワークライフバランスに関する取組
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職員の声（総合職）

⼦育て中の職員の声

2021年度⼊省者の声
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仕事の魅⼒・やりがい
国の予算や制度といった⼤きな仕事に携わることがで
きます。国会議員に説明を行う上司に同行する機会もあ
ります。

制度の策定・改定や国会対応など⾮常に責任のある
仕事に携わっていることにやりがいを感じます。

補助事業の運用にあたって、地方農政局や都道府県、市
町村の職員とやり取りするなど、多くの⼈と協⼒して仕
事を進めることが魅力です。

自分が行った作業や作成した資料が、何らかの形で全国
の多⾯的機能⽀払交付⾦の活動組織につながってい
ると感じられることがやりがいです。

 「令和3年度かんがい排水事業の概要」という冊子を取り
まとめました。調整など非常に大変でしたが、1冊の資料
を作り上げやりがいを大きく感じました。

職場の雰囲気
 １年目で分からないことばかりですが、分からないことは丁
寧に教えてくれます。上司とのコミュニケーションがとり
やすく、仕事をしやすい環境です。

業務量は過度な負担にならないよう職員間で協力し、積極的
に定時退庁を行うよう取り組んでいます。

テレワークや有休取得が行いやすく、多様な働き⽅に理解
がある人が多いです。

同期同⼠のつながりが強く、困ったことがあれば、すぐに同
期に相談しています。

上司や人事の理解があり、個々の職員に寄り添った配慮をしていただいています。

未就学児のいる現在、突発的な残業が多く発⽣するポストを担うことは
困難ですが、その反面、長期的なデータ蓄積・検証が必要な業務や新しい
課題への対応策の検討など、チャレンジングな仕事を任され、常にやり
がいを感じられる環境です。【本省専⾨官】

テレワークや時短勤務制度を活⽤していますが、同僚の皆さんのサポー
トにとても助けられています。夫は民間企業に勤めていますが、私の職場
復帰に合わせて基本的に在宅勤務をしており、⼦どもの保育園の送り
や、家事育児を分担してくれています。【事業所課⻑】



職員の声（⼀般職）

育児休暇を活⽤した職員（男性）の声
妻の出産後２ヶ月後に２か月間の育児休業を取得しました。転勤後まもなくの出産でしたので、
馴れない土地での子育てへの不安や、昼夜問わずの赤ちゃんの世話で体力的な心配もありまし
たが、制度を利用して夫婦で協⼒して育児を⾏うことができ、とても助かりました。職場でも、
休業期間中の業務の調整などフォローがあり、安心して制度を利用することができました。

育児休暇期間の経験から子育てへの意識も高まり、妻の手伝いではなく、父親の役割として子
育てに取り組んでいます。

2021年度⼊省者の声
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職場の印象
仕事の魅⼒・やりがい 自分と同世代の人が多いので、仕事以外の話などで気軽に

話すことができます。また、上司等がいろいろと気に掛け
てくれて、質問や相談を行いやすく、コミュニケーション
がとりやすい職場だと思います。

職場には、農業農村工学系以外の職種の職員も多く、様々
な分野のことを学ぶことができます。また、組織や職種の
垣根を越えて職員が⼀丸となって仕事に向かっていく雰囲
気があります。

有給休暇取得促進や定時退庁日の設定など、ライフワーク
バランスの確保に積極的な職場です。働くときは働き、休
むときは休むことを職場全体に浸透しているので、仕事と
プライベートのどちらも⼤切にしていると感じます。

採用された地方農政局管内での異動が中心になるため、
赴任した地域の農業や農村の歴史などに直接触れなが
ら深く関わることができるのが魅力です。

農政局で実施する国営事業の規模の大きさや、国の施
策の重要性はもちろん、県営事業などの指導を行って
おり、施策の効果が現場でどのように現れているか、
担当として直接把握できることも大きな魅力です。

農業生産の基礎である水の安定供給を担うことに使命
感とともにやりがいを感じます。また、日々の業務を
通じて、⽇本の農業を⽀え、農村の維持・発展に直接
貢献していることを現場で実感できることにやりがい
を感じます。

業務内容は、水利施設の整備やほ場整備などの農業イ
ンフラの整備から、防災対策や災害復旧などの国土強
靭化の取組、農村の振興や農業の多面的機能の維持・
発揮に係わる支援など多岐にわたり、幅広く多様な業
務に携わることができます。



お申込方法等の詳細は、農林水産省HP

「業務説明会情報（農業工学系、農村振興

技術系）」を御覧ください。

今後の説明会等の御案内

★オンライン業務説明（毎月１回開催）

本資料に沿ってオンラインで説明を行います。資料

を見て興味が湧いた方や、説明を聞きたい、資料につ
いて質問したいという方はぜひご参加ください。

特に、初めて説明を聞く方向けに、基本的な業務内
容・キャリアパス等について、総合職と一般職の違い
も含め丁寧に御説明します。

★オンライン座談会（毎月２回開催）

皆さんのご相談・ご質問に農業工学系の採用担当者
が丁寧にお答えします。

仕事だけではなくプライベートのことも聞きたい方
や試験勉強や官庁訪問について質問がある方はぜひご
参加ください！

★職場訪問（随時受付）

「大学の先輩と話したい」「職場の雰囲気を知りた

い」「関心のある政策について詳しく聞いてみたい」
といった要望にお答えします。

対面形式では本省に来ていただき実際の職場を見学
できます。
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★地方農政局説明会（農村振興技術系）

総合職よりも一般職の説明を聞きたいという方

にオススメです。

対面形式は、各地方農政局の本局等で実施します
ので、実際の職場を見て働くイメージをつかんでい
ただけると思います。

その他の説明会やインターンシップ、
現場見学会等も農水省HPにてご案内し
ます！

・秋/春の技術オープン（1dayの現場見学会）

・霞ヶ関オープン

・省庁合同説明会 など ホームページ
をチェック！

お問合せ先：農林水産省大臣官房秘書課（農業工学系）

Mail: saiyou_noudo@maff.go.jp Tel: 03-3502-5568
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農村振興局
Facebook

農業・農村振興施策や地域の取組などを
写真や動画とともにお届けしています︕

地域の魅⼒発信中。


